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講 演

著作権法をめぐる最近の動向について

前田 章夫

１． はじめに

現行著作権法（ 昭和４５年法第４８号 ）は、コピー

機の急速な普及など、旧著作権法（ 明治３２年法第

３９号 ）を取り巻く環境の変化に対応し、また先進

国に比べ遅れの見えていた著作権保護制度を、国

際レベルに高めるために１９７０年に制定された。し

かし周辺環境の変化はその後ら衰えを見せず、１９８４

年に貸レコード店の急速な進出に伴う著作権者と

貸レコード店との軋腺を解消するために、「 貸与

権 」の新設を含む法改正がなされたのを皮切りに

激動の時代を迎えている。１９８６年にはコンピ ュー

ター・プログラムの保護、翌８７年にはデータベー

スの保護のための法改正と毎年のように大きな改

正が繰り返されている。

さらに１９９１年９月には、新法制定以来の懸案で

あった複写複製関係の集中的権利処理機関として

「 財団法人日本複写権センター 」が発足し、活動

を開始した。

この小稿では、図書館サービスと関係の深い

「 複製権 」や「 貸与権 」の問題を中心に、最近の

動向や注意すべき点について紹介することにする。

２．「 著作者の権利 」と「 権利の制限 」

現行著作権法は、日本国民の著作物及び最初に

日本国内で発行された著作物、さらには条約で保

護の義務を負う著作物については、登録等の手続

きがなくとも著作者の死後５０年間保護されるとし

ている（ 第５１条 ）。

著作権は、著作者が自ら創作した著作物に関し

てもつ独占的使用権、すなわち著作物を勝手に他

人に使われない、使わせない権利というべきもの

で、法に規定された権利に関しては、著作者の了

解を得なければ利用することができないというこ

とが原則になっている。

この著作者の権利として現行法は「著作者人格

権 」と「 著作権（ 財産権）」という２つの側面か

ら規定している。［ 著作者人格権 ］は、著作者の

人格が著作物に反映されているという考えに基づ

いて、著作者としての尊厳を守るために設けられ

たもので、著作物を公表するか否かを決定する

「 公表権 」（ 第１８条）、氏名を表示するか否か、

どの氏名を表示するかを決定する「 氏名表示権 」

（ 第１９条）、そして著作物を無断で改ざんされな

いための「 同一性保持権 」（ 第２０条 ）、以上３つ

の権利が規定されている。

一方の「 著作権（ 財産権 ）」は、著作物による

経済的利益を保護するために規定された権利で、

「 複製権 」「 上演権 」「放送権 」など、第２１条以

降に詳細に定義されている。なお「著作権 」につ

いては相続や譲渡も可能であるが、「 著作者人格

権 」については著作者本人だけに帰属し、相続し

たり他人に譲渡することもできない。

ところで著作権者の了解を得なければ利用する

ことができないという原則自体は犬切なものであ

るが、これを重視しすぎると、著作物の流通に支

障が生じ、「文化的所産の公正な利用に留意しつ

つ、著作者等の権利の保護を図り、もって文化の

発展に寄与する 」（第１条 ）という法の目的にも

影響が出るところから、現行法は第３０条以降に一

定条件の下で著作権を制限する項目を定め、著作

物の利用の促進を図っている。この権利の制限条

項としては、「 私的使用のための複製 」「図書館

等における複製 」「点宇による複製等 」などがあ

る。なお「 著作権 」は法第３０条以降の規定によっ
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て制限を受けるが、「 著作者人格権 」は制限を受

けず（ 第 ０条 ）、［ 著作者人格権 ］を無視した利

用は一切禁じられている。

３。図書館サービスと著作権法

これまで図書館サービスに関係する著作者の権

利としては、文献複写サービスに伴う［ 複製権 ］

が中心であった。しかし図書館業務へのコンピュ

ーターの導入等に伴う機能の多様化に加え、近年

の相次ぐ著作権法の改正の中で「 貸与権 」や「 有

線送信権 」といった権利の創設、「日本複写権セ

ンター 」の発足などが相侯って、図書館と著作権

との関係は新たな局面を迎えている。

３．１ 複製権

「 複製権 」は電子式複写機による文献複写サー

ビスに関係しだ権利であるが、この「 複製権 」は、

著作権法に規定された諸権利の中でも最も基本的

な権利として、文献複写以外にも写真による複写

及び印画の作成、光ディスクやコンピューターへ

のスキャナー人力・出力、ファクシミリへの複写

入力及び出力など、恒久的又は長期的に著作物を
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いては、当分の間除外する 」（ 附則５条の２ ）と

あり、図書・雑誌類の複写は除外されているが、

これは集中的権利処理体制が整っていないことに

よる暫定的措置として定められたものといわれて

おり、「 複写権センター 」が設立された今日、こ

の付則の撤廃は時間の問題とも言われている。

また法第３１条は図書館における複写サービスに

関する条文であり、著作権法施行令で認められた

図書館（ 営利団体の経営する専門図書館や学校図

書館等は含まれない ）では、「 調査研究の用に供

する 」「 公表された著作物の一部分 」「 一人につ

き一部 」といった条件を満尹こす場合には、「 営利

を目的としない事業 」として、「図書館資料」の

複製を認めている。

このことは、これらの条件を満たさない複写や

著作権審議会第４小委員会報告書（１９７６）で問題

があると指摘された「 コイン式複写機、業者委託

方式による複写 」「 利用者本人ではない図書館が

ｆ杉卜する複写 」等については、「 複写権センター」

を介しての著作権使用料の支払いが求められる可

能性があることを示している。

知覚、複製または伝達することが可能な媒体に収 ３．２ 貸与権

録する行為はすべて含まれている。

この「 複製権 」に伴う著作権者の権利としては、

複写の許諾（有料・無料を問わず ）、許諾のない

複写についての利用差し止め請求、さらには許諾

のない察

行為が認められているｏ

ただこの複製は、著昨者にとつて重要な権利で

あるとともに、著昨物の流通という面からみた場

合にもきわめて重要なものであるｏこのため第３Ｏ

条の「 私的使用のための複製 ］、第３１条の「 図書

館等における複製 」など、権利の制限条項を設け

て利用への配慮を行つている。

法第３Ｏ条では、「 個入的に又は家庭内その他こ

れに準ずる限られた範囲内 」において使用する場
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貸与権は１９８４年の法改正によって新設された権

利で、図書館での資料の貸出を含めて、著作物の

貸与にあたっては著作権者の許諾を得なければな

らないという規定であるが、「 書籍及び雑誌 」に

ついては当分の間適用しないとの例外規定（ 附則

第４条の２）が設けられている。ただしこの例外

規定についても、集中的権利処理機関が設立され

れば撤廃されるべきとの意見が出版社団体から出

されている。

なおこの例外規定に該当しないビデオやＣＤ等

の視聴覚資料についてはすでに貸与権が働いてお

り、ＣＤ・レコード等の音響資料については、非

営利事業として無料で貸与する場合には著作権者

の許諾なしに貸与できるが、ビデオ等の映像資料

については、営利を目的としない視聴覚教育施設

が無料で貸与する場合には、著作権者の許諾は必

要としないが、相当な額の補償金を支払わなけれ

ばならないとされており、購入の際の価格に補償

金を上乗せする等の措置がとられている。
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音響資料の例から類推して、書籍・雑誌につい

ても、非営利事業として無料で貸与する場合には

これまで通りの運用ができるものと思われるが、

今後の動向への注意は必要である。

３．３ 有線送信権

「 有線送信権 」は、 デ`一タベースやビデオテッ

クスのように利用者の求めに応じて情報を個別に

送信するサービスの普及に対応するために１９８６年

の改正で新設された権利である。

この権利の新設の結果、ファクシミリやコンピ

ューターのオンライン通信を使っての複製物の送

信に関しては、送信物の複製行為に対する「複製

権 」に加え、送信行為に対しても「 有線送信権 」

が働くことになった。

ところで最近では、多くの図書館でデータベー

スを作成したり、市販のソフトを活用している。

測される。しかし「 複写権センター 」が発足した

今日、これまでのような無断使用はできなくなる

といって良いだろう。もちろん「 複写権センター」

自体が発足したばかりで、単に「 複製権 」だけを

処理するのか、それとも「 貸与権 」や「 送信権 」

といった書籍・雑誌などの出版物にまつわる諸々

の権利処理まで行うのかといった処理の範囲や、

使用料の徴収方法（ 先日経団連との間でまとまっ

た『 出版物の複写利用規定 』では、複写利用する

出版物を特定した「 個別許諾契約 」と、一定の期

間・条件で出版物を特定せずに包括的に契約する

ド包括許諾契約 」の２方式があり、１ページにつ

き１部２円をベースに使用料を決めるとしてい る）

など、未確定の部分が多く、詳細は今後の詰めを

待たなければならないが、権利処理を前提とした

運営を考えていくことが必要だろう。

現行法ではデータペースの蓄積情報の選択、構 ４．おわりに

成の体系化に創作性がある場合には、著作物とし 近年の相次ぐ法改正によって、著作権法は大き

て保護されることになっている。また蓄積される く性格を変えようとしている。これまでの《勝手

データ自体にも著作物として保護されるものと、 に他人に使われない、使わせない権利》から《使

数値データのように保護されないものがある。

すべての権利処理を済ませた市販ソフトや著作

権者が権利を放棄したソフトを使用する場合を除

いて、データベースを初期作成する時、複製頒布

する時、さらにプリントアウトやダウンローディ

ングする場合にも、「 複製権」による処理が必要

となってくる。さらにデータベースをオンライン

送信したりする場合には、「 複製権 」の処理に加

え、「 有線送信権 」に伴う処理も必要になる。ま

たその蓄積されたデータ自体に著作権がある場合

には、データベースの著作権者に加え、データの

著作権者に対する処理も必要となってくる。すな

わちその利用にあたっては、「権利の制限 」条項

に該当する場合を除き、著作権者に許諾を求め、

必要に応じて著作権使用料等の支払いが求められ

るということになるのである。

これまでこうした著作権の処理については、音

楽関係など集中的権利処理機関のある場合は、そ

の機関を介して行われてきたが、特に書籍・雑誌

等の出版物に関しでは、そういった機関がなかっ

たために、多くの場合無断使用となっていたと推

われる、使わせることを前提とした権利 》への変

化ということもできる。これに伴い利用許諾が中

心であった著作権者の権利が、著作物使用料すな

わち報酬の請求へと変化してきている。

また「 貸与権 」や「 有線送信権 」の誕生で、図

書館活動のあらゆる場面で著作権法が関係してく

るようになっている。これまで集中的権利処理機

関がないために、個々の著作権者に許諾をとろか、

ないしは無許諾のままで処理していたちのが、旧

本複写権センター 」の発足によって一定の処理が

必要になりつつあることも否定できない。

この他にも図書館における図書の貸出によって

生じた著作者の損害を補償するという「 公共貸出

権 」の導入や、ビデオレコーダーなどの複製機器

に著作権料を上乗せする賦課金制度の導入といっ

た話も動き始めている。今後とも目の離せない時

が続くといえよう。
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Ｃ編集部注：この原稿は日本病院会全国図書室研

究会 ∩９９２年９月３日、神岡市 ）での講演をも

とに新たに書きおろしていただいたものです 〕




